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限りは，2001 年の EC規約第 44 号が適用される。主要な基準は，ヨーロッパ
連合の国における被告の住所の属地法である。それゆえ，日本人の原告が，ド
イツやスペインの被告に対してヨーロッパで訴えを提起しようとする場合には，
その裁判管轄権を決定するために，2001 年の EC 規約第 44 号の規定（後掲
【参照条文】）を参照しなければならない。
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